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２２２２    地方自治体における行政改革の地方自治体における行政改革の地方自治体における行政改革の地方自治体における行政改革の取組状況取組状況取組状況取組状況    

(1)(1)(1)(1)    地方自治体における行政改革の地方自治体における行政改革の地方自治体における行政改革の地方自治体における行政改革の概要概要概要概要    

� 既存の文献資料等に基づくと、地方自治体における行政改革の概要は、以下のとおり整理され

る。 

 

①①①①    行政改革の目的行政改革の目的行政改革の目的行政改革の目的    

� 総務省のホームページでは、地方公共団体の行政改革等について、「厳しい財政状況の中でも安

全かつ良質な公共サービスが確実、効率的に実施されるよう、地域の実情に応じ、自主的に行

政改革に取り組まれています。」と記されている。 

� 「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律（行政改革推進法）」では、

「（基本理念）第二条 簡素で効率的な政府を実現するための行政改革は、国際化及び情報化の

進展、人口構造の変化等の経済社会情勢の変化の中で、我が国の国際競争力を強化し、国民が

豊かで安心して暮らすことのできる社会を実現するためには、民間の主体性や自律性を高め、

その活力が最大限に発揮されるようにすることが不可欠であることにかんがみ、政府及び地方

公共団体の事務及び事業の透明性の確保を図り、その必要性の有無及び実施主体の在り方につ

いて事務及び事業の内容及び性質に応じた分類、整理等の仕分けを踏まえた検討を行った上で、

国民生活の安全に配慮しつつ、政府又は地方公共団体が実施する必要性の減少した事務及び事

業を民間にゆだねて民間活動の領域を拡大すること並びに行政機構の整理及び合理化その他の

措置を講ずることにより行政に要する経費を抑制して国民負担の上昇を抑えることを旨として、

行われなければならない。」としている。 

� これらを踏まえると、地方自治体が取り組む行政改革の主な目的は、以下のとおり整理できる。 

 

ⅰ）ⅰ）ⅰ）ⅰ）効率化効率化効率化効率化    

� 行政の組織の簡素化・合理化や、行政の活動（事務事業）の簡素化・合理化などにより、時

間や経費などを削減しながら行政活動・公共サービスを実施すること。 

ⅱ）経費削減ⅱ）経費削減ⅱ）経費削減ⅱ）経費削減    

� 効率化の結果として、行政活動の実施に係る経費を削減すること。 

ⅲ）歳入の確保ⅲ）歳入の確保ⅲ）歳入の確保ⅲ）歳入の確保    

� 税・料の適切な収納や新たな自主財源の確保により歳入を確保すること。 

ⅳⅳⅳⅳ）公共サービスの質の向上）公共サービスの質の向上）公共サービスの質の向上）公共サービスの質の向上    

� 良質な公共サービスを安定的に確実に実施すること。 

 

 

②②②②    従来からの従来からの従来からの従来からの行政改革の行政改革の行政改革の行政改革の主な主な主な主な対象対象対象対象    

ⅰⅰⅰⅰ））））地方公務員（定員、給与制度、公務員制度、人材開発）地方公務員（定員、給与制度、公務員制度、人材開発）地方公務員（定員、給与制度、公務員制度、人材開発）地方公務員（定員、給与制度、公務員制度、人材開発）    

� 「定員管理の適正化」として行政需要の動向や財政状況に応じて、職員数とその配置を適切

に管理すること。 

� 義務的・肯定的経費である職員人件費。また、定員管理の適正化と給与水準・手当の適正化
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などの給与制度の改革による総人件費。これらの関連で、公務員制度。 

� 定員削減が進んだ結果、少数精鋭化が求められる職員の能力開発や、その派生としての人事

制度。 

ⅱⅱⅱⅱ）行政機関の組織や機能）行政機関の組織や機能）行政機関の組織や機能）行政機関の組織や機能    

� 社会経済環境や行政機関に期待される役割の変化に合わせて、行政としての組織・機構（新

設・廃止・統合など）。 

� 組織の階層の簡略化によるフラット化とグループ制の導入や、組織内の権限の見直しなど。 

� 法令遵守、コンプライアンス、内部統制などリスク管理。 

� 地方公営企業改革や第 3セクター等の出資団体の改革。 

ⅲⅲⅲⅲ））））行行行行政機関の活動政機関の活動政機関の活動政機関の活動の実施の実施の実施の実施手法手法手法手法（行政サービス等を提供する主体や仕組み）（行政サービス等を提供する主体や仕組み）（行政サービス等を提供する主体や仕組み）（行政サービス等を提供する主体や仕組み）    

� 事務事業などの担い手として、外部委託や指定管理者制度、民営化・民間化など外部化。 

� 正規職員以外に嘱託職員・臨時職員などの活用。 

� 地域住民や各種団体等との協働。 

� PFI や PPP（施設・インフラの整備・運営の主体・方法）。 

ⅳⅳⅳⅳ）行政機関の活動）行政機関の活動）行政機関の活動）行政機関の活動（事務事業）（事務事業）（事務事業）（事務事業）    

� 不要・不急の既存の事務事業の休止・廃止・大幅な縮小。 

� 類似事務事業の整理・統合。 

� 受益と負担の適正化（使用料・手数料の見直し、減免対象の見直し）。 

� 補助金・負担金・操出金の見直し 

� 事務事業の所管部門の最適化。 

� 効率的な事務事業の実施（業務改善）。 

� 税・料の収納率向上。 

ⅴ）ⅴ）ⅴ）ⅴ）資産資産資産資産    

� 土地の貸付・売却。 

� 新たな収入（広告、ネーミングライツ）。 

 

 

③③③③    行政改革の新たな動き行政改革の新たな動き行政改革の新たな動き行政改革の新たな動き    

ⅰ）公共空間における役割の見直しⅰ）公共空間における役割の見直しⅰ）公共空間における役割の見直しⅰ）公共空間における役割の見直し    

� 公共空間の維持や公共サービスの担い手としての行政と住民・地域団体との役割（の見直し）。 

� 自助・共助・公助の相互間の役割（の見直し）。 

ⅱ）ⅱ）ⅱ）ⅱ）ＩＣＴの徹底的な活用ＩＣＴの徹底的な活用ＩＣＴの徹底的な活用ＩＣＴの徹底的な活用    

� 「ＩＣＴを徹底的に活用して業務の標準化・効率化」（「地方行政サービス改革の推進に関す

る留意事項（総務省／平成 27年８月 28日）」） 

ⅲ）ファシリティⅲ）ファシリティⅲ）ファシリティⅲ）ファシリティ・・・・マネジメントマネジメントマネジメントマネジメント    

� 建物・インフラ施設（長寿命化、更新需要の平準化）。 
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(2)(2)(2)(2)    他の自治体における行政改革の事例他の自治体における行政改革の事例他の自治体における行政改革の事例他の自治体における行政改革の事例    

①①①①    豊田市：地域経営戦略プラン豊田市：地域経営戦略プラン豊田市：地域経営戦略プラン豊田市：地域経営戦略プラン    

� 豊田市が進めてきた行政経営の取組や、市町村合併を契機に進めてきた共働によるまちづくり

の実績を踏まえて整理した地域経営という新しい考え方を推進する仕組み・取組である「地域

経営システム」の具体的な行動計画（平成 25 年度～平成 27年度）として策定。 

� 第 2 次地域経営戦略プラン（平成 28 年度～）では、共働の推進と市役所の改革を進めるための

具体的な取組をまとめた。市役所の仕事を進める上でのマネジメントの計画として位置づける。 

○豊田市の地域経営システム 

【２つの視点】 

１ 多様な主体の取組の推進 

２ 市役所の改革 

【４つの柱立て】 

１ 共働の推進(市民力･地域力･企業力の発揮)－共働を推進するための取組の強化と意識改革－ 

２ 豊田市役所品質の確立 －職員のチャレンジ意識やチームワークによる仕事の品質の向上－ 

３ 未来を創造する戦略 －大転換の時代に向けた戦略の策定－ 

４ 柔軟で足腰の強い組織 －不断の見直しによる柔軟で足腰が強い組織－ 

図表図表図表図表    戦略プランの戦略プランの戦略プランの戦略プランの位置づけ位置づけ位置づけ位置づけ    

 

出典：豊田市「第２次地域経営戦略プラン」 

 

図表図表図表図表    戦略プランの構成戦略プランの構成戦略プランの構成戦略プランの構成    

 

出典：豊田市「第２次地域経営戦略プラン」 
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図表図表図表図表    戦略プランの評価方法戦略プランの評価方法戦略プランの評価方法戦略プランの評価方法    

 

出典：豊田市「第２次地域経営戦略プラン」 
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②②②②    大津市大津市大津市大津市：行政改革プラン：行政改革プラン：行政改革プラン：行政改革プラン 2017201720172017    

 これから求められる行政改革とは、短期的な課題に対する期間を区切った経費節減の取組に加え

て、人口減少社会や少子高齢化といった課題、また、それに伴う厳しい財政状況を前提に、長期的

な視点から、２０年後、３０年後も住み続けていただけるまちを目指して、時代の変化に対応し、

また、本市の特徴と特性を踏まえて、コンパクトなまちづくりを進める必要があります。そのため

の事業や業務を、効率的・効果的に実施していくための取組、さらに、行政がすべきことを見極め

て事業を取捨選択することで、真に必要とされるサービスを、適切に提供できるようにする取組で

もあると考えています。 

 

図表図表図表図表    行政改革プラン行政改革プラン行政改革プラン行政改革プラン 2017201720172017 全体像全体像全体像全体像    

 

出典：大津市行政改革プラン 2017 
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図表図表図表図表    取組項目一覧及び財政効果目標額（抜粋）取組項目一覧及び財政効果目標額（抜粋）取組項目一覧及び財政効果目標額（抜粋）取組項目一覧及び財政効果目標額（抜粋）    

 

 

出典：大津市行政改革プラン 2017 


